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１ 決算収支の状況

Ⅱ 一 般 会 計

翌 年 度 に 繰 越 す べ き 財 源

Ｅ（Ｃ－Ｄ）

Ｄ

業費 3,430千円、商工費 92,577千円、土木費 54,507千円、教育費 1千円である。

△ 200,000

　年度別の収支状況は、次のとおりである。

なっている。この単年度収支に、財政調整基金積立金 千円を加算した実質単年度収支

千円の黒字となっている。

当年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、 千円の黒字と

Ｂ

積 立 金 取 崩 し 額

積 立 金

増減額

　当年度の決算収支の状況は、次のとおりである。

円

歳 入 決 算 額

全額翌年度に繰越円

（単位：千円）

円

Ａ

予 算 現 額

収入率 96.1％　(前年度 96.0％)

Ｃ（Ａ－Ｂ）

歳 入 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

歳入歳出差引額（形式収支）

歳 出 決 算 額

は 611,544千円の黒字となっている。

６年度区　　　　　　　　分

執行率 92.5％　(前年度 94.1％)円

７年度

歳入歳出差引額（形式収支）から、翌年度に繰越すべき財源を控除した実質収支は、

繰 上 償 還 金

△ 30,231

歳 出 総 額

実 質 収 支

Ｉ

（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

翌年度に繰越すべき財源 千円は、総務費 千円、民生費 千円、農林水産

Ｇ

単 年 度 収 支 Ｆ

Ｈ

実 質 単 年 度 収 支
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対予算

(2)　歳入決算状況

地 方 譲 与 税

（単位：千円，％）

市 税

環 境 性 能 割
交 付 金

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

収入率
区　　分 構成比予算現額

配当割交付金

使 用 料 及 び
手 数 料

収入未済額
対調定

不　納
欠損額

調定額

財 産 収 入

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

交通安全対策
特 別 交 付 金

利子割交付金

地 方 消 費 税
交 付 金

繰 越 金

県 支 出 金

寄 附 金

分 担 金 及 び
負 担 金

地 方 特 例
交 付 金

収入済額

法 人 事 業 税
交 付 金

繰 入 金

詳細については、付表４「一般会計歳入款別決算額一覧表」及び付表５「一般会計歳入款

（注）還付未済額が、市税に 202,302円、分担金及び負担金に 34,700円ある。

諸 収 入

合　　　計

市 債

項別調定額及び収入済額対前年度比較表」参照
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２ 歳 入

区　　　　　分

(1)　総　　　　括

は 26,463,858千円となり、前年度に比べ 3,353,389千円（14.5％）増加している。

予算現額に対する収入率は ％となり前年度を ポイント上回り、調定額に対する収

収入率
対予算

対調定

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

入率は 98.2％となり前年度を 0.2ポイント上回っている。

収 入 済 額

　歳入予算の執行状況は、次のとおりである。

（単位：千円，％）

７年度(A) 増減率

調定額は 千円となり、前年度より 千円（ ％）増加し、収入済額

繰 越 事 業 費 繰 越 額

増減額(A－B)

当 初 予 算 額

補 正 予 算 額

△ 0.3

予 算 現 額

調 定 額

△ 1,559

当年度の予算規模は、当初予算額 千円に補正予算額 千円及び繰越事

業費繰越額 千円が計上されたことにより、最終予算額は 千円となり、前

年度に比べ 3,461,424千円（14.4％）増加している。　

　不納欠損額は 24,418千円となり、前年度に比べ 4,113千円（20.3％）増加している。

　収入未済額は 451,482千円となり、前年度に比べ 1,559千円（0.3％）減少している。

６年度(B)
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対予算

(2)　歳入決算状況

地 方 譲 与 税

（単位：千円，％）

市 税

環 境 性 能 割
交 付 金

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

収入率
区　　分 構成比予算現額

配当割交付金

使 用 料 及 び
手 数 料

収入未済額
対調定

不　納
欠損額

調定額

財 産 収 入

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

交通安全対策
特 別 交 付 金

利子割交付金

地 方 消 費 税
交 付 金

繰 越 金

県 支 出 金

寄 附 金

分 担 金 及 び
負 担 金

地 方 特 例
交 付 金

収入済額

法 人 事 業 税
交 付 金

繰 入 金

詳細については、付表４「一般会計歳入款別決算額一覧表」及び付表５「一般会計歳入款

（注）還付未済額が、市税に 202,302円、分担金及び負担金に 34,700円ある。

諸 収 入

合　　　計

市 債

項別調定額及び収入済額対前年度比較表」参照
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（注）(　)内数値は件数である。

△ 2,005

 （注）1　（　）内数値は納税義務者数である。

県 内 市
平 均 収 納 率

－増減率

６年度

市 税 収 納 率

人 口

３年度
以 前

固　定
資産税

固 定 資 産 税

(△4)

合　計

△ 356△ 1,649

７年度 ３年度

(1)　市民税、固定資産税の収納状況の推移

４年度５年度

市 民 税 法 人 ）

市　　　民　　　税

区　　分

（単位：千円，％，人，世帯）

６年度

当

合　計

４年度

市 民 税 個 人 ）

区　分
軽　自
動車税個　人 法　人

(2)　収入未済額の状況

（単位：千円，％）

（詳細については、付表７「一般会計市税収入状況調」参照）

市
たばこ税小　計

　　 　2　人口、世帯数は各年度末（3月31日）住民基本台帳登録数である。

世 帯 数

度

増減額

△ 5.5

年

△ 6.1

前年度

７年度

５年度

△ 12.5

19

　なお、還付未済額はない。

（1.2％）である。

なお、還付未済額が市民税（個人）に 円、固定資産税に 円ある。

△ 0.2

調 定 額

△ 0.5

に対する収入済額の収入率（収納率）は 96.9％で、前年度を 0.2ポイント下回っている。

減少したものは、市民税（法人） 千円（ ％）、市たばこ税 千円（ ％）

△ 44,145

△ 1.0

△ 30,002

で、増加した主なものは、市民税（個人） 千円（ ％）、固定資産税 千円

766千円（7.1％）増加している。

る。予算現額に対する収入済額の執行率は ％で、前年度を ポイント上回り、調定額

対調定対予算

７年度

予算現額

６年度

第１款 市 税

収入済額

（単位：千円，％）

収　入
未済額

不　納
欠損額

収入率

△ 23,481

△ 0.7

区　分

収入未済額は 千円で、調定額に対する割合は ％（前年度 ％）となり、前

おいて 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ減少してい

(3)　款別決算の状況

増　減

増減率

年度に比べ 5,780千円（4.7％）増加している。

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額に

不納欠損額は 件 千円で、前年度より件数で 件（ ％）増加し、金額では
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（注）(　)内数値は件数である。

△ 2,005

 （注）1　（　）内数値は納税義務者数である。

県 内 市
平 均 収 納 率

－増減率

６年度

市 税 収 納 率

人 口

３年度
以 前

固　定
資産税

固 定 資 産 税

(△4)

合　計

△ 356△ 1,649

７年度 ３年度

(1)　市民税、固定資産税の収納状況の推移

４年度５年度

市 民 税 法 人 ）

市　　　民　　　税

区　　分

（単位：千円，％，人，世帯）

６年度

当

合　計

４年度

市 民 税 個 人 ）

区　分
軽　自
動車税個　人 法　人

(2)　収入未済額の状況

（単位：千円，％）

（詳細については、付表７「一般会計市税収入状況調」参照）

市
たばこ税小　計

　　 　2　人口、世帯数は各年度末（3月31日）住民基本台帳登録数である。

世 帯 数

度

増減額

△ 5.5

年

△ 6.1

前年度

７年度

５年度

△ 12.5
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第５款 株式等譲渡所得割交付金

７年度

収　入
未済額

　調定額 21,963千円の全額が収入され、前年度に比べ 3,984千円（22.2％）増加している。

対予算

△ 16.5

７年度

予算現額

収入済額
対予算

第４款 配当割交付金

調 定 額

－

対調定

△ 214

増減率

対予算

－

収入率

第３款 利子割交付金

対調定

収入率

７年度

不　納
欠損額

予算現額区　分

増　減

増　減

不　納
欠損額

６年度

　調定額 6,038千円の全額が収入され、前年度に比べ 4,940千円（449.9％）増加している。

（単位：千円，％）

６年度

－

増　減

増減率 －

収　入
未済額

区　分

増減率

区　分

６年度

　調定額 13,577千円の全額が収入され、前年度に比べ 469千円（3.6％）増加している。

収入済額
不　納
欠損額

－

－

収　入
未済額

予算現額

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

調 定 額
収入率

調 定 額 収入済額

対調定

21

によるものである。

　調定額 267,220千円の全額が収入され、前年度に比べ 2,833千円（1.1％）増加している。

増減率 － －△ 0.4

収　入
未済額

　これは、森林環境譲与税 4,047千円（5.4％）、自動車重量譲与税 3,856千円（3.0％）の増加

不　納
欠損額 対予算

度

合 計

収入済額

△ 2,745

(△3)

対調定

６
年
度

増　減

６年度

(△45)

構 成 比 率

区　分

第２款 地 方 譲 与 税

７年度

収入率

構 成 比 率

（単位：千円，％）

調 定 額

７
法人

△ 798

市 民 税

個人

△ 1,189

無財産

固定資産税

（注）(　)内数値は件数である。

予算現額

所在不明

比　　較

地方税法第15条の7の規定

年

地方税法第18条
の規定

(５年時効)
合　　計

(3)　不納欠損処分の状況

（３年時効）

区　　分 生活困窮 第 ５ 項
(即時消滅)（３年時効）（３年時効）

合 計

（単位：千円，％）

軽自動車税

20
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第５款 株式等譲渡所得割交付金

７年度

収　入
未済額

　調定額 21,963千円の全額が収入され、前年度に比べ 3,984千円（22.2％）増加している。

対予算

△ 16.5

７年度

予算現額

収入済額
対予算

第４款 配当割交付金

調 定 額

－

対調定

△ 214

増減率

対予算

－

収入率

第３款 利子割交付金

対調定

収入率

７年度

不　納
欠損額

予算現額区　分

増　減

増　減

不　納
欠損額

６年度

　調定額 6,038千円の全額が収入され、前年度に比べ 4,940千円（449.9％）増加している。

（単位：千円，％）

６年度

－

増　減

増減率 －

収　入
未済額

区　分

増減率

区　分

６年度

　調定額 13,577千円の全額が収入され、前年度に比べ 469千円（3.6％）増加している。

収入済額
不　納
欠損額

－

－

収　入
未済額

予算現額

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

調 定 額
収入率

調 定 額 収入済額

対調定
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区　　分

合　　計

第12款 地 方 交 付 税

－

△ 82.6

増　減

－

区　分

△ 82.6

増減率

（単位：千円，％）

不　納
欠損額

いる。増加したものは、普通交付税 千円（ ％）で、減少したものは、特別交付税

６年度

３年度

（単位：千円）

特 別 交 付 税

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加して

６年度 ５年度

普 通 交 付 税

４年度

△ 116,190

△ 82.6

７年度

（単位：千円，％）

－

予算現額 収入済額

－

７年度

対調定
調 定 額

32,283千円（2.7％）である。

予算現額 調 定 額 収入済額

増　減

　地方交付税の収入状況の推移は、次のとおりである。

増減率

７年度

区　分

第11款 地方特例交付金

対調定

収　入
未済額

対予算

△ 116,190 △ 116,190

不　納
欠損額

収　入
未済額

収入率

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）減少してい

６年度

対予算

収入率

る。

23

　調定額 12,322千円の全額が収入され、前年度に比べ 840千円（7.3％）増加している。

６年度

増　減 △ 20.8

増減率 － －

（単位：千円，％）

区　分 予算現額 調 定 額 収入済額
不　納
欠損額

収　入
未済額

収入率

対予算 対調定

７年度

　調定額 67,015千円の全額が収入され、前年度に比べ 83千円（0.1％）減少している。

－ －

増　減

不　納
欠損額

予算現額
対調定

△ 83

　調定額 946,104千円の全額が収入され、前年度に比べ 70,011千円（8.0％）増加している。

△ 0.1

区　分

第10款 環境性能割交付金

△ 0.9

第７款 地方消費税交付金

対予算

（単位：千円，％）

収入率

６年度

－－

収　入
未済額

収入済額

調 定 額
不　納
欠損額

増　減

第６款 法人事業税交付金

調 定 額区　分

増減率

予算現額

△ 5.1

６年度

△ 0.1

△ 83

７年度

７年度

対調定

収入率
収入済額

対予算

収　入
未済額

（単位：千円，％）

増減率
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区　　分

合　　計

第12款 地 方 交 付 税

－

△ 82.6

増　減

－

区　分

△ 82.6

増減率

（単位：千円，％）

不　納
欠損額

いる。増加したものは、普通交付税 千円（ ％）で、減少したものは、特別交付税

６年度

３年度

（単位：千円）

特 別 交 付 税

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加して

６年度 ５年度

普 通 交 付 税

４年度

△ 116,190

△ 82.6

７年度

（単位：千円，％）

－

予算現額 収入済額

－

７年度

対調定
調 定 額

32,283千円（2.7％）である。

予算現額 調 定 額 収入済額

増　減

　地方交付税の収入状況の推移は、次のとおりである。

増減率

７年度

区　分

第11款 地方特例交付金

対調定

収　入
未済額

対予算

△ 116,190 △ 116,190

不　納
欠損額

収　入
未済額

収入率

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）減少してい

６年度

対予算

収入率

る。
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調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額において

収入率

使 用 料

料（皆減）、火葬場使用料 1,705千円（11.6％）である。

　収入未済額は、4,439件 64,691千円である。

（単位：千円，％）

　手数料で減少した主なものは、戸籍手数料 728千円（6.8％）である。

収 入 済 額

増減額 増減率区　　分

調 定 額

△ 5.3

△ 5.3
手 数 料

　収入未済額は、42件 108千円である。

（ ％）、市営住宅併設店舗使用料 千円（ ％）で、減少した主なものは、墓地使用

区　分
対予算

　収入未済額は 64,798千円で、前年度に比べ 7,634千円（10.5％）減少している。

△ 10.5

　不納欠損額は ７件 2,489千円で、前年度より件数で ６件（600.0％）増加し、金額では

　項別の増減状況は、次のとおりである。

3,812千円（0.7％）、収入済額においては 8,989千円（1.9％）それぞれ増加している。

△ 7,634

収　入
未済額 対調定

予算現額 調 定 額

調 定 額

使用料で増加した主なものは、住宅使用料 千円（ ％）、体育施設使用料 千円

６年度

６年度

△ 1,000

△ 994

△ 0.9

収 入 済 額

第15款 使用料及び手数料

増減率

（単位：千円，％）

７年度

増　減

収入済額
不　納
欠損額

７年度

千円（7,494.1％）増加している。

△ 4,457

25

－ － －
こ ど も 園 ・ 号
認 定 副 食 費

－ － －

保育所入所負担金

減少した主なものは、病院群輪番制病院運営事業負担金 千円（皆減）で、増加した主な

　収入未済額の内訳は、次のとおりである。

金 額

－ －

－

△ 3,330

　収入未済額は 2,886千円で、前年度に比べ 754千円（20.7％）減少している。

第13款 交通安全対策特別交付金

予算現額

件
数

△ 25.0

増　減

増減率

不　納
欠損額

△ 20.7

ものは、老人ホーム入所負担金 1,199千円（3.9％）である。

△ 6.3

区　分

－

△ 43.9

老人ホーム入所負担金

－－

６年度

△ 5.3

金 額

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額において

金 額

合 計

６年度

件
数

不納欠損額は 千円で、保育所入所負担金の６件によるものであり、前年度より件数で ７

５年度３年度以前

区　分
収入率

対調定

（単位：千円，％）

収　入
未済額

収入率
調 定 額

　調定額 2,556千円の全額が収入され、前年度に比べ 461千円（15.3％）減少している。

予算現額

△ 136

収　入
未済額

△ 1,000

対予算

不　納
欠損額

4,254千円（6.3％）、収入済額においては 3,330千円（5.3％）それぞれ減少している。

第14款 分担金及び負担金

件
数

増減率

金 額金 額

△ 7.0

件
数

（単位：件，千円）

－

件
数

△ 754増　減

収入済額

△ 15.3

　なお、還付未済額は 34,700円で、保育所入所負担金である。

７年度

４年度

対調定

（単位：千円，％）

合　　計

件
数

７年度

△ 15.3

６年度

対予算
調 定 額

－

７年度

△ 4,476 △ 4,254

区　　分
金 額

収入済額

△ 461 △ 461

件（53.8％）減少し、金額では 136千円（43.9％）減少している。
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調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額において

収入率

使 用 料

料（皆減）、火葬場使用料 1,705千円（11.6％）である。

　収入未済額は、4,439件 64,691千円である。

（単位：千円，％）

　手数料で減少した主なものは、戸籍手数料 728千円（6.8％）である。

収 入 済 額

増減額 増減率区　　分

調 定 額

△ 5.3

△ 5.3
手 数 料

　収入未済額は、42件 108千円である。

（ ％）、市営住宅併設店舗使用料 千円（ ％）で、減少した主なものは、墓地使用

区　分
対予算

　収入未済額は 64,798千円で、前年度に比べ 7,634千円（10.5％）減少している。

△ 10.5

　不納欠損額は ７件 2,489千円で、前年度より件数で ６件（600.0％）増加し、金額では

　項別の増減状況は、次のとおりである。

3,812千円（0.7％）、収入済額においては 8,989千円（1.9％）それぞれ増加している。

△ 7,634

収　入
未済額 対調定

予算現額 調 定 額

調 定 額

使用料で増加した主なものは、住宅使用料 千円（ ％）、体育施設使用料 千円

６年度

６年度

△ 1,000

△ 994

△ 0.9

収 入 済 額

第15款 使用料及び手数料

増減率

（単位：千円，％）

７年度

増　減

収入済額
不　納
欠損額

７年度

千円（7,494.1％）増加している。

△ 4,457
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　項別の増減状況は、次のとおりである。

収入率
調 定 額

収　入
未済額

区　分

第16款 国 庫 支 出 金

（単位：千円，％）

　収入未済額は 14,486千円で、前年度に比べ皆増である。

７年度 増減率

－

調 定 額

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額におい

６年度

対予算

（単位：千円，％）

対調定

国 庫 負 担 金

調 定 額

収 入 済 額

不　納
欠損額

委 託 金

増減率 皆増

収入済額

国 庫 補 助 金

事業補助金 14,486千円、物価高対応子育て応援手当交付事業補助金 2,077千円である。

△ 2.4 △ 0.3

予算現額

収 入 済 額

鉱山インフォメーションセンター共通展示整備事業補助金 千円、脱炭素先行地域づくり

93,218千円（12.4％）、道路橋りょう費補助金 89,889千円（146.2％）である。

なお、繰越明許費に係る未収入特定財源は、橋りょう改修・補強事業補助金 千円、

　委託金で増加した主なものは、社会福祉費委託金 616千円（12.6％）である。

６年度 増減額

道路新設改良事業補助金 千円、水産物供給基盤機能保全事業補助金 千円、橋野鉄

3,816千円（11.4％）、保健衛生費補助金 3,320千円（17.5％）である。

収 入 済 額

は、保健衛生費負担金 972千円（59.8％）である。

国庫補助金で増加した主なものは、住宅費補助金 千円（ ％）、総務管理費補助金

国庫負担金で増加した主なものは、児童福祉費負担金 千円（ ％）、社会福祉費負

区　　分

増　減

減少した主なものは、社会福祉費補助金 千円（ ％）、戸籍住民基本台帳費補助金

７年度

調 定 額

担金 千円（ ％）、生活保護費等負担金 千円（ ％）で、減少した主なもの

て 537,533千円（13.5％)、収入済額においては 523,047千円（13.1％）それぞれ増加している。

27

－－

－ －

－
市 営 住 宅
併設店舗使用料

合 計

市 営 駐 車 場
使 用 料

－

－

－

墓地管理手数料

－

－

－

－ －－ － －－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－ － －－

定 住 促 進 住 宅
使 用 料

市 営 住 宅 等
駐 車 場 使 用 料

－

定 住 促 進 住 宅
駐 車 場 使 用 料

－

－

－ －－

－ －

－－ －

－－ －

市 営 釜 石 ビ ル
使 用 料

－ －

市 営 住 宅 等
使 用 料

－

－
物 産 セ ン タ ー
店 舗 使 用 料

物 産 セ ン タ ー
機 器 使 用 料

－

－

－

－

金 額 金 額金 額
件
数

５年度

件
数

件
数

件
数

件
数

７年度６年度

件
数

金 額
区　　分

合　　計３年度以前

金 額

（単位：千円）

　収入未済額の内訳は、次のとおりである。

４年度

－

市 営 釜 石 ビ ル
駐 車 場 使 用 料

－

金 額
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　項別の増減状況は、次のとおりである。

収入率
調 定 額

収　入
未済額

区　分

第16款 国 庫 支 出 金

（単位：千円，％）

　収入未済額は 14,486千円で、前年度に比べ皆増である。

７年度 増減率

－

調 定 額

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額におい

６年度

対予算

（単位：千円，％）

対調定

国 庫 負 担 金

調 定 額

収 入 済 額

不　納
欠損額

委 託 金

増減率 皆増

収入済額

国 庫 補 助 金

事業補助金 14,486千円、物価高対応子育て応援手当交付事業補助金 2,077千円である。

△ 2.4 △ 0.3

予算現額

収 入 済 額

鉱山インフォメーションセンター共通展示整備事業補助金 千円、脱炭素先行地域づくり

93,218千円（12.4％）、道路橋りょう費補助金 89,889千円（146.2％）である。

なお、繰越明許費に係る未収入特定財源は、橋りょう改修・補強事業補助金 千円、

　委託金で増加した主なものは、社会福祉費委託金 616千円（12.6％）である。

６年度 増減額

道路新設改良事業補助金 千円、水産物供給基盤機能保全事業補助金 千円、橋野鉄

3,816千円（11.4％）、保健衛生費補助金 3,320千円（17.5％）である。

収 入 済 額

は、保健衛生費負担金 972千円（59.8％）である。

国庫補助金で増加した主なものは、住宅費補助金 千円（ ％）、総務管理費補助金

国庫負担金で増加した主なものは、児童福祉費負担金 千円（ ％）、社会福祉費負

区　　分

増　減

減少した主なものは、社会福祉費補助金 千円（ ％）、戸籍住民基本台帳費補助金

７年度

調 定 額

担金 千円（ ％）、生活保護費等負担金 千円（ ％）で、減少した主なもの

て 537,533千円（13.5％)、収入済額においては 523,047千円（13.1％）それぞれ増加している。
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７年度

６年度

増減率

収入済額

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額において

収入率

件数
区　　分

財産売払収入で減少したものは、土地建物売払収入 千円（ ％）である。

収 入 済 額

合　　　計

不　納
欠損額

（単位：千円，％）

増減率

△ 808 △ 10.0

６年度

△ 4.4

収　入
未済額

７年度

予算現額

第18款 財 産 収 入

調 定 額

△ 0.1△ 8,026増　減

収 入 済 額

△ 4.5△ 4.5

区　　分

金収入 4,908千円(47.4％)である。

５年度以前

件数

６年度

皆増

8,639千円（4.4％）、収入済額においては 8,026千円（4.5％）それぞれ減少している。

　項別の増減状況は、次のとおりである。

金　額

△ 19,589調 定 額

　収入未済額の内訳は、次のとおりである。

（単位：千円，％）

７年度

△ 60.0

△ 60.0

土 地 建 物 貸 付 料

件数

対予算 対調定
区　分

（単位：件，千円）

金　額

財産運用収入で増加した主なものは、庁舎建設基金収入 千円（ ％）、財政調整基

金　額

財産売払収入

財産運用収入

件数

調 定 額

△ 8,639

金　額

不納欠損額は 千円で、土地建物貸付料の 件によるものであり、前年度より件数・金額と

　収入未済額は 16,995千円で、前年度に比べ 808千円（4.5％）減少している。

△ 19,589

増減額

もに皆増している。

29

対調定

収入率

県 負 担 金

－

調 定 額

おいて 千円（ ％）、収入済額においては 千円（ ％）それぞれ増加してい

収入未済額は 千円で、全額が室内の遊び場整備事業補助金である。繰越明許費に係る

対予算

（単位：千円，％）

△ 0.1

（単位：千円，％）

△ 11,732

６年度

７年度

福祉費負担金 千円（ ％）、災害救助費負担金 千円（皆増）である。

収 入 済 額

　項別の増減状況は、次のとおりである。

未収入特定財源として繰越されている。

委託金で増加した主なものは、統計調査費委託金 千円（ ％）、選挙費委託金

６年度

県 補 助 金

不　納
欠損額

増減率

　収入未済額は 10,000千円で、前年度に比べ 1,936千円（24.0％）増加している。

区　分

収 入 済 額

4,435千円（575.6％）である。

収入済額予算現額 調 定 額

金 6,565千円（8.3％）、社会福祉費補助金 4,186千円（5.2％）で、増加した主なものは、総務

△ 8,872

金 千円（ ％）で、増加した主なものは、社会福祉費負担金 千円（ ％）、児童

第17款 県 支 出 金

区　　分

県負担金で減少した主なものは、統計調査費負担金 千円（ ％）、保険基盤安定負担

15,892千円（54.9％）で、減少した主なものは、徴税費委託金 1,159千円（2.4％）である。

県補助金で減少した主なものは、水産事業費補助金 千円（ ％ 、児童福祉費補助

△ 3,668

調 定 額

△ 0.4

増減額

委 託 金

管理費補助金 15,206千円（151.8％）、社会教育費補助金 4,609千円（52.3％）、林業費補助金

調 定 額

△ 5.1増　減

増減率

収　入
未済額

７年度

△ 1.4

△ 3.4収 入 済 額

る。

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額に
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７年度

６年度

増減率

収入済額

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額において

収入率

件数
区　　分

財産売払収入で減少したものは、土地建物売払収入 千円（ ％）である。

収 入 済 額

合　　　計

不　納
欠損額

（単位：千円，％）

増減率

△ 808 △ 10.0

６年度

△ 4.4

収　入
未済額

７年度

予算現額

第18款 財 産 収 入

調 定 額

△ 0.1△ 8,026増　減

収 入 済 額

△ 4.5△ 4.5

区　　分

金収入 4,908千円(47.4％)である。

５年度以前

件数

６年度

皆増

8,639千円（4.4％）、収入済額においては 8,026千円（4.5％）それぞれ減少している。

　項別の増減状況は、次のとおりである。

金　額

△ 19,589調 定 額

　収入未済額の内訳は、次のとおりである。

（単位：千円，％）

７年度

△ 60.0

△ 60.0

土 地 建 物 貸 付 料

件数

対予算 対調定
区　分

（単位：件，千円）

金　額

財産運用収入で増加した主なものは、庁舎建設基金収入 千円（ ％）、財政調整基

金　額

財産売払収入

財産運用収入

件数

調 定 額

△ 8,639

金　額

不納欠損額は 千円で、土地建物貸付料の 件によるものであり、前年度より件数・金額と

　収入未済額は 16,995千円で、前年度に比べ 808千円（4.5％）減少している。

△ 19,589

増減額

もに皆増している。
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収入済額

△ 11.2

る。

予算現額

増　減

収入済額
収　入
未済額

増減率

６年度

６年度

△ 0.3

貸付預託金元利収入 千円（ ％）、弁償金 千円（ ％）、災害援護資金貸付金

増加した主なものは、雑入 千円（ ％）で、減少した主なものは、消費者救済資金

増減率

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額におい

て 3,001千円（0.3％）減少し、収入済額においては 10,732千円（1.6％）増加している。

元利収入 1,098千円（4.0％）である。

　収入未済額は 212,930千円で、前年度より 14,565千円（6.4％）減少している。

△ 6.4

△ 14,565△ 3,001

７年度

対調定

収入率

－

増　減

対予算

（単位：千円，％）

不　納
欠損額

収入率

－

区　分

区　分

（単位：千円，％）

不　納
欠損額

第22款 諸 収 入

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加してい

収　入
未済額

調 定 額
対調定

予算現額

調 定 額
対予算

第21款 繰 越 金

７年度

　不納欠損額は 63件 10,075千円で、前年度より件数で 18件（40.0％）増加し、金額では 832

千円（9.0％）増加している。

　収入済額の内訳は、繰越明許費分 198,648千円、繰越金 242,040千円となっている。
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　（内訳）　・社会福祉基金

　　　　　　・活性化基金

　　　　　　・減債基金

　　　　　　・庁舎建設基金

　　　　　　・教育振興基金　

　　　　　　・電源立地地域対策基金　

　　　　　　・スポーツ振興基金

　　　　　　・ラグビーこども未来基金　　　

　　　　　　・森林環境譲与税基金　　　

　　　　　　・すこやか子育て基金　　　

　　　　　　・企業版ふるさと納税基金

　　　　　　・介護保険事業特別会計保険事業勘定

収入済額

－

第20款 繰 入 金

収入率

（単位：千円，％）

増　減

千円（ ％）で、増加したものは、社会教育費寄附金 千円（ ）である。

－△ 21.7増減率

区　分

△ 142,005

第19款 寄 附 金

△ 21.7

－

△ 78,805

1,262千円

597,756千円

52,125千円

56,603千円

102,742千円

△ 5.8

36,038千円

37,115千円

46,462千円

千円（ ％）、すこやか子育て基金繰入金 千円（ ％）で、減

少の主なものは、財政調整基金繰入金 千円（皆減）、活性化基金繰入金 千円

増加した主なものは、庁舎建設基金繰入金 千円（ ％）、減債基金繰入金

△ 142,005

　調定額 512,425千円の全額が収入され、前年度に比べ 142,005千円（21.7％）減少している。

収入率

△ 126,270

調 定 額

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加

７年度

区　分

減少した主なものは、釜石ふるさと寄附金 千円（ ％）、総務管理費寄附金

収　入
未済額

（単位：千円，％）

予算現額

増　減

（30.6％）、ラグビーこども未来基金繰入金 18,102千円（33.4％）である。

－

６年度

△ 4.1

７年度

18,603千円

43,586千円

している。

対予算

６年度

12,349千円

不　納
欠損額

△ 18.1

予算現額
対予算 対調定

収　入
未済額

不　納
欠損額

収入済額

増減率

調 定 額

対調定

3,915千円
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収入済額

△ 11.2

る。

予算現額

増　減

収入済額
収　入
未済額

増減率

６年度

６年度

△ 0.3

貸付預託金元利収入 千円（ ％）、弁償金 千円（ ％）、災害援護資金貸付金

増加した主なものは、雑入 千円（ ％）で、減少した主なものは、消費者救済資金

増減率

調定額 千円に対し、収入済額は 千円となり、前年度に比べ調定額におい

て 3,001千円（0.3％）減少し、収入済額においては 10,732千円（1.6％）増加している。

元利収入 1,098千円（4.0％）である。

　収入未済額は 212,930千円で、前年度より 14,565千円（6.4％）減少している。

△ 6.4

△ 14,565△ 3,001

７年度

対調定

収入率

－

増　減

対予算

（単位：千円，％）

不　納
欠損額

収入率

－

区　分

区　分

（単位：千円，％）

不　納
欠損額

第22款 諸 収 入

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加してい

収　入
未済額

調 定 額
対調定

予算現額

調 定 額
対予算

第21款 繰 越 金

７年度

　不納欠損額は 63件 10,075千円で、前年度より件数で 18件（40.0％）増加し、金額では 832

千円（9.0％）増加している。

　収入済額の内訳は、繰越明許費分 198,648千円、繰越金 242,040千円となっている。
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－ 皆増
障がい者グループホーム施設整備事業費補
助金

△ 1.2

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加して

増　減

収入済額

６年度

対予算

　市債の状況は、次のとおりである。

（単位：千円，％）

７年度

区　分

いる。

－

不　納
欠損額

－

対調定

収　入
未済額

調 定 額予算現額
収入率

（単位：千円，％）

第23款 市 債

増減率

港 湾 債

都 市 計 画 債

住 宅 債

皆増

釜石港振興事業債

△ 17,100

△ 33.0

市営釜石ビル改修事業債

△ 27,400

△ 18,100

河川等整備事業債

社 会 福 祉 債

総 務 管 理 債

保 健 衛 生 債

△ 18.0

都市公園等復旧整備事業債

釜石大槌地区行政事務組合分担金

新市庁舎建設事業債

鉄の歴史館改修事 業債

６年度 増減額７年度

漁港整備事業債

道路橋りょう整備事業債

△ 1,600

釜石球技場改修事業債

学校施設トイレ洋式化事業債

合　　　計

水 産 業 債

河 川 債

災 害 復 旧 債

保 健 体 育 債

公共土木施設災害復旧事業債

△ 96.9

－

社 会 教 育 債

小 学 校 債

消 防 債

林 業 債

区　　分

△ 27,700

釜石斎場改修事業債

△ 74.7

７ 年 度 の 主 な 内 訳

道路橋りょう債

△ 22.2

県単治山事業負担金

農 業 債

増減率

農業用施設改修事業債
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災 害 援 護 資 金 貸 付 金 元 利 収 入

６年度

　収入未済額の内訳は、次のとおりである。

市 営 釜 石 ビ ル 電 気 料 －

奨 学 資 金 貸 付 金

区　　分 合　　計

－ －市 営 釜 石 ビ ル 暖 房 料

生 活 保 護 費 返 還 金 等

－旧 市 民 病 院 医 療 費 未 収 金

学 校 給 食 費 徴 収 金

－ －

－

７年度

空 家 等 応 急 措 置 費 用 納 付 金

（単位：千円）

５年度以前

－

片 岸 地 区 清 算 金 －

旧 白 浜 教 員 住 宅 使 用 料

市単独乳幼児医療給付高額療養費返還金

学 童 育 成 ク ラ ブ 利 用 料

各 集 会 所 光 熱 水 費 地 元 負 担 分 － －

－－

－

－

平 田 地 区 清 算 金

合　　　　　　計

児 童 扶 養 手 当 返 還 金

自 立 支 援 給 付 費 返 還 金 － －

小規模福祉施設スプリンクラー等整備事
業補助金返還金

嬉 石 松 原 地 区 清 算 金

－ －

物 産 セ ン タ ー 公 共 料 金 収 入

－

－

－

－

新浜町海水給排水施設整備費用分担金 －

－ －

－

－

－

野田定内地区土地区画整理事業精算金

－

－ －

体育施設自動販売機販売手数料

体 育 施 設 自 動 販 売 機 電 気 料

－

－

－

－

介護サービス施設等整備及び施設開設準
備補助金返還金

鵜 住 居 地 区 清 算 金

－

－

－

－

－ －
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－ 皆増
障がい者グループホーム施設整備事業費補
助金

△ 1.2

調定額 千円の全額が収入され、前年度に比べ 千円（ ％）増加して

増　減

収入済額

６年度

対予算

　市債の状況は、次のとおりである。

（単位：千円，％）

７年度

区　分

いる。

－

不　納
欠損額

－

対調定

収　入
未済額

調 定 額予算現額
収入率

（単位：千円，％）

第23款 市 債

増減率

港 湾 債

都 市 計 画 債

住 宅 債

皆増

釜石港振興事業債

△ 17,100

△ 33.0

市営釜石ビル改修事業債

△ 27,400

△ 18,100

河川等整備事業債

社 会 福 祉 債

総 務 管 理 債

保 健 衛 生 債

△ 18.0

都市公園等復旧整備事業債

釜石大槌地区行政事務組合分担金

新市庁舎建設事業債

鉄の歴史館改修事 業債

６年度 増減額７年度

漁港整備事業債

道路橋りょう整備事業債

△ 1,600

釜石球技場改修事業債

学校施設トイレ洋式化事業債

合　　　計

水 産 業 債

河 川 債

災 害 復 旧 債

保 健 体 育 債

公共土木施設災害復旧事業債

△ 96.9

－

社 会 教 育 債

小 学 校 債

消 防 債

林 業 債

区　　分

△ 27,700

釜石斎場改修事業債

△ 74.7

７ 年 度 の 主 な 内 訳

道路橋りょう債

△ 22.2

県単治山事業負担金

農 業 債

増減率

農業用施設改修事業債
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第１款 議 会 費

第２款 総 務 費

△ 2.1

△ 42.1監 査 委 員 費

合　　　　計

戸籍住民基本台帳費

△ 4,101

△ 11,291

徴 税 費

選 挙 費

増　減

増減率

6年度

　支出済額は 8,443,643千円で、前年度に比べ 1,723,432千円（25.6％）増加している。

△ 0.5

統 計 調 査 費

執行率

翌年度繰越額は 千円で、防災関連システム移設事業 千円、新庁舎建設事業

25,990千円、脱炭素先行地域づくり事業 14,486千円である。

予算現額 支出済額区　分

△ 538

構成比

翌年度繰越額

増減率増減額

比　　　較

支出済額 構成比 支出済額

（単位：千円，％）

　不用額は 318,745千円で、前年度に比べ 34,423千円（12.1％）増加している。

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

区　　分

総 務 管 理 費

7年度

６年度

(3)　款別決算の状況

△ 2,718

　執行率は 93.9％となり、前年度を 0.5ポイント下回っている。

　不用額は 8,237千円で、前年度に比べ 2,180千円（36.0％）増加している。

（11.4％）である。

不 用 額

　支出済額は 164,525千円で、前年度に比べ 2,718千円（1.6％）減少している。

翌年度繰越額

　執行率は 95.2％となり、前年度を 1.3ポイント下回っている。

６年度

７年度

△ 0.3 △ 1.6

７年度

－

（単位：千円，％）

増減率

支出済額の減少の主なものは議員報酬等 千円（ ％）、議会事務局事務費 千円

（単位：千円，％）

区　分 支出済額予算現額 不 用 額 執行率

△ 1.3増　減

34

(1)　総　　　　括

　支出済額は 25,492,067千円で、前年度に比べ 2,822,286千円（12.4％）増加している。

　執行率は 92.5％となり、前年度を 1.6ポイント下回っている。

　翌年度繰越額は 980,493千円で、前年度に比べ 572,838千円（140.5％）増加している。

　不用額は 1,074,096千円で、前年度に比べ 66,300千円（6.6％）増加している。

労 働 費

当初予算額

議 会 費

予算現額

補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰 越 額

計

構成比

７年度

(2)　歳出決算状況

不用額

－

執行率

農林水産業費

（単位：千円，％）

　歳出予算の執行状況は、次のとおりである。

増　減

区　分

翌年度
繰越額

（単位：千円，％）

増減率

支出済額

６年度

商 工 費

区　　分

衛 生 費

３ 歳 出

予　　算　　現　　額

支出済額
翌年度
繰越額

総 務 費

民 生 費

不用額

（詳細については、付表８「一般会計歳出款項別決算額対前年度比較表」参照）

執行率

△ 1.6

－－

土 木 費

歳　出　合　計

予 備 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

消 防 費

教 育 費

－
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第１款 議 会 費

第２款 総 務 費

△ 2.1

△ 42.1監 査 委 員 費

合　　　　計

戸籍住民基本台帳費

△ 4,101

△ 11,291

徴 税 費

選 挙 費

増　減

増減率

6年度

　支出済額は 8,443,643千円で、前年度に比べ 1,723,432千円（25.6％）増加している。

△ 0.5

統 計 調 査 費

執行率

翌年度繰越額は 千円で、防災関連システム移設事業 千円、新庁舎建設事業

25,990千円、脱炭素先行地域づくり事業 14,486千円である。

予算現額 支出済額区　分

△ 538

構成比

翌年度繰越額

増減率増減額

比　　　較

支出済額 構成比 支出済額

（単位：千円，％）

　不用額は 318,745千円で、前年度に比べ 34,423千円（12.1％）増加している。

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

区　　分

総 務 管 理 費

7年度

６年度

(3)　款別決算の状況

△ 2,718

　執行率は 93.9％となり、前年度を 0.5ポイント下回っている。

　不用額は 8,237千円で、前年度に比べ 2,180千円（36.0％）増加している。

（11.4％）である。

不 用 額

　支出済額は 164,525千円で、前年度に比べ 2,718千円（1.6％）減少している。

翌年度繰越額

　執行率は 95.2％となり、前年度を 1.3ポイント下回っている。

６年度

７年度

△ 0.3 △ 1.6

７年度

－

（単位：千円，％）

増減率

支出済額の減少の主なものは議員報酬等 千円（ ％）、議会事務局事務費 千円

（単位：千円，％）

区　分 支出済額予算現額 不 用 額 執行率

△ 1.3増　減
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第３款 民 生 費

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

千円（皆減）、職員給与費（老人福祉費） 千円（ ％）、職員給与費（児童福祉総務

（単位：千円，％）

△ 91,452

付事業 千円（皆増）、介護保険会計繰出金 千円（ ％）、生活保護費

増加の主なものは、児童手当交付事業 千円（ ％）、物価高対応子育て応援手当交

合　　　　計

△ 173,702

翌年度繰越額は 千円で、室内の遊び場整備事業 千円、物価高対応子育て応援

支出済額 構成比

増　減

増減率

翌年度繰越額 不 用 額

　執行率は 95.7％となり、前年度を 1.2ポイント下回っている。

△ 1.2

7年度

７年度

区　　分

△ 0.2

児 童 福 祉 費

６年度

△ 91,452

区　分 支出済額予算現額

△ 14,016

手当交付事業 2,077千円である。

△ 1.4

　支出済額は 6,281,291千円で、前年度に比べ 91,452千円（1.4％）減少している。

災 害 救 助 費

支出済額 構成比

社 会 福 祉 費

生 活 保 護 費

― 皆増

比　　　較

増減額 増減率

6年度

執行率

―

皆増

　不用額は 247,453千円で、前年度に比べ 40,846千円（19.8％）増加している。

△ 1.4

△ 4.8

（単位：千円，％）

減少の主なものは、物価高対策のための住民税非課税世帯給付金事業 千円（皆

費）21,275千円（19.5％）である。　

千円（8.0％）、障がい者自立支援給付事業 18,975千円（1.9％）である。

減）、管理事務費（児童福祉総務費） 千円（ ％）、物価高騰対策給付金事業

37

立金 79,142千円（8.8％）、職員給与費（一般管理費） 55,284千円（5.4％）である。

脱炭素先行地域づくり事業 28,674千円（皆増）、国勢調査費 28,258千円（皆増）である。

増加の主なものは、新庁舎建設事業 千円（ ％）、情報管理システム経費

調整給付事業 千円（ ％）、ふるさと便お届け事業 千円（ ％）、基金積

94,674千円（66.1％）、ワーケーション推進事業（繰越明許費を含む） 81,552千円（106.9％）、

減少の主なものは、上小川・中小川集会所建設事業 千円（皆減）、定額減税に係る
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第３款 民 生 費

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

千円（皆減）、職員給与費（老人福祉費） 千円（ ％）、職員給与費（児童福祉総務

（単位：千円，％）

△ 91,452

付事業 千円（皆増）、介護保険会計繰出金 千円（ ％）、生活保護費

増加の主なものは、児童手当交付事業 千円（ ％）、物価高対応子育て応援手当交

合　　　　計

△ 173,702

翌年度繰越額は 千円で、室内の遊び場整備事業 千円、物価高対応子育て応援

支出済額 構成比

増　減

増減率

翌年度繰越額 不 用 額

　執行率は 95.7％となり、前年度を 1.2ポイント下回っている。

△ 1.2

7年度

７年度

区　　分

△ 0.2

児 童 福 祉 費

６年度

△ 91,452

区　分 支出済額予算現額

△ 14,016

手当交付事業 2,077千円である。

△ 1.4

　支出済額は 6,281,291千円で、前年度に比べ 91,452千円（1.4％）減少している。

災 害 救 助 費

支出済額 構成比

社 会 福 祉 費

生 活 保 護 費

― 皆増

比　　　較

増減額 増減率

6年度

執行率

―

皆増

　不用額は 247,453千円で、前年度に比べ 40,846千円（19.8％）増加している。

△ 1.4

△ 4.8

（単位：千円，％）

減少の主なものは、物価高対策のための住民税非課税世帯給付金事業 千円（皆

費）21,275千円（19.5％）である。　

千円（8.0％）、障がい者自立支援給付事業 18,975千円（1.9％）である。

減）、管理事務費（児童福祉総務費） 千円（ ％）、物価高騰対策給付金事業
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第６款 農林水産業費

人材確保支援事業 13,221千円（皆減）である。

予算現額

支出済額

減少の主なものは、水産物供給基盤機能保全事業 千円（ ％）、河川安全対策事業

増減率

林 業 費

区　　分

△ 1.0

構成比支出済額 構成比

増加の主なものは、釜石市魚市場運営資金貸付金 千円（皆増）、農業用施設改修事業

増減率

　支出済額は 596,431千円で、前年度に比べ 26,333千円（4.6％）増加している。

　執行率は 78.8％となり、前年度を 11.8ポイント下回っている。

　不用額は 52,669千円で、前年度に比べ 4,141千円（7.3％）減少している。

水 産 業 費

農林分） 千円（皆減）、甲子林業センター改修事業 千円（皆減）、水産加工業

援事業 1,000千円、畜産業経営安定支援事業 800千円である。

農 業 費

6年度

△ 4,141

△ 7.3

区　分

増　減

執行率不 用 額

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

合　　　　計

翌年度繰越額

△ 11.8

支出済額

7年度

（単位：千円，％）

増減額

（単位：千円，％）

６年度

10,380千円（214.8％）、林業用施設長寿命化事業 10,025千円（皆増）である。

比　　　較

翌年度繰越額は 千円で、水産物供給基盤機能保全事業 千円、農業経営安定支

７年度

△ 1,548

39

第４款 衛 生 費

第５款 労 働 費

のは、自立型テレワーカー育成事業 3,018千円（皆増）である。

　不用額は 123,714千円で、前年度に比べ 70,046千円（36.2％）減少している。

増　減

△ 95,049

　支出済額は 1,513,852千円で、前年度に比べ 103,330千円（6.4％）減少している。

比　　　較

増減額

　執行率は 95.6％となり、前年度を 3.2ポイント上回っている。

　不用額は 991千円で、前年度に比べ 2,060千円（67.5％）減少している。

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

区　分

支出済額

増　減

増減率

翌年度繰越額

増減率
区　　分

支出済額 執行率

7年度

構成比

保 健 衛 生 費

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

△ 13.6

△ 0.9

△ 36.2

△ 70,046

執行率

清 掃 費

７年度

不 用 額

△ 173,376

６年度

区　分

支出済額の減少したものは、地域雇用サポート事業 千円（ ％）で、増額の主なも

増減率

翌年度繰越額

（単位：千円，％）

－

７年度

△ 17,870

予算現額

　執行率は 92.4％となり、前年度を 3.1ポイント上回っている。

△ 9.6

合　　　　計

　支出済額は 21,451千円で、前年度に比べ 15,810千円（42.4％）減少している。

△ 103,330

減少の主なものは、岩手沿岸南部広域環境組合負担金 千円（ ％）、管理

事務費（保健衛生総務費） 千円（ ％）、予防接種事業 千円（ ％）、救急

不 用 額

△ 6.4

△ 44.3 △ 42.4

△ 15,810

６年度

支出済額

△ 103,330

増加の主なものは、釜石大槌地区行政事務組合分担金 千円（ ％）である。

6年度

－

予算現額

支出済額

△ 2,060

△ 6.4

構成比

△ 67.5

△ 8,281

医療対策事業 12,679千円（76.1％）、ごみ処理経費 10,024千円（4.0％）である。
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第６款 農林水産業費

人材確保支援事業 13,221千円（皆減）である。

予算現額

支出済額

減少の主なものは、水産物供給基盤機能保全事業 千円（ ％）、河川安全対策事業

増減率

林 業 費

区　　分

△ 1.0

構成比支出済額 構成比

増加の主なものは、釜石市魚市場運営資金貸付金 千円（皆増）、農業用施設改修事業

増減率

　支出済額は 596,431千円で、前年度に比べ 26,333千円（4.6％）増加している。

　執行率は 78.8％となり、前年度を 11.8ポイント下回っている。

　不用額は 52,669千円で、前年度に比べ 4,141千円（7.3％）減少している。

水 産 業 費

農林分） 千円（皆減）、甲子林業センター改修事業 千円（皆減）、水産加工業

援事業 1,000千円、畜産業経営安定支援事業 800千円である。

農 業 費

6年度

△ 4,141

△ 7.3

区　分

増　減

執行率不 用 額

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

合　　　　計

翌年度繰越額

△ 11.8

支出済額

7年度

（単位：千円，％）

増減額

（単位：千円，％）

６年度

10,380千円（214.8％）、林業用施設長寿命化事業 10,025千円（皆増）である。

比　　　較

翌年度繰越額は 千円で、水産物供給基盤機能保全事業 千円、農業経営安定支

７年度

△ 1,548
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第８款 土 木 費

である。

不 用 額 執行率

（単位：千円，％）

公営住宅等長寿命化事業 千円（皆増）、都市公園等復旧整備事業 千円（皆増）

　不用額は 111,225千円で、前年度に比べ 16,287千円（17.2％）増加している。

△ 25.6

7年度

支出済額

７年度

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

105,727千円である。

翌年度繰越額は 千円で、橋りょう改修・補強事業 千円、道路新設改良事業

　執行率は 81.9％となり、前年度を 0.4ポイント下回っている。

△ 5,143

支出済額

予算現額

増減額

　支出済額は 1,957,684千円で、前年度に比べ 586,323千円（42.8％）増加している。

（単位：千円，％）

増　減

増減率

区　分

区　　分
6年度

構成比構成比

６年度

翌年度繰越額

△ 0.4

支出済額

増加の主なものは、道路新設改良事業（繰越明許費を含む） 千円（ ％）、市営

道 路 橋 り ょ う 費

河 川 費

港 湾 費

比　　　較

る。

△ 25,096

△ 23,988

釜石ビル改修事業 千円（ ％）、公営住宅解体事業 千円（ ％）、

合　　　　計

土 木 管 理 費

△ 26.2

△ 19.0

減少の主なものは、釜石港振興事業 千円（ ％）、河川安全対策事業 千円

（ ％）、道の駅管理事務費 千円（皆減）、河川改良事業 千円（ ％）であ

都 市 計 画 費

住 宅 費

増減率

34

第７款 商 工 費

増減率

△ 8.1△ 12,865

商 工 業 振 興 費

合　　　　計

（単位：千円，％）

６年度

増　減

　不用額は 30,549千円で、前年度に比べ 15,160千円（98.5％）増加している。

業（繰越明許費を含む） 千円（ ％）、道の駅管理事務費 千円（皆増）、持

続可能な観光地域づくり推進事業 13,642千円（皆増）である。

商 工 総 務 費

観 光 費

ポイント還元事業（繰越明許費） 千円（皆増）、かまいしプレミアム宿泊プラン応援事

支出済額

増減率

増減額
区　　分

構成比 支出済額

区　分 予算現額 支出済額

6年度

減少の主なものは、工場等取得補助金 千円（皆減）、職員給与費（商工総務費）

11,476千円（9.8％）である。

増加の主なものは、かまいしエール券事業 千円（ ％）、キャッシュレス決済

比　　　較

△ 13.1

執行率

7年度

翌年度繰越額

（単位：千円，％）

構成比

　支出済額は 903,094千円で、前年度に比べ 82,025千円（10.0％）増加している。

　執行率は 75.4％となり、前年度を 13.1ポイント下回っている。

泊プラン応援事業 23,620千円、がんばる中小企業応援事業 10,000千円である。

　翌年度繰越額は 263,577千円で、かまいしエール券事業 229,957千円、かまいしプレミアム宿

　目別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

不 用 額

７年度
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第８款 土 木 費

である。

不 用 額 執行率

（単位：千円，％）

公営住宅等長寿命化事業 千円（皆増）、都市公園等復旧整備事業 千円（皆増）

　不用額は 111,225千円で、前年度に比べ 16,287千円（17.2％）増加している。

△ 25.6

7年度

支出済額

７年度

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

105,727千円である。

翌年度繰越額は 千円で、橋りょう改修・補強事業 千円、道路新設改良事業

　執行率は 81.9％となり、前年度を 0.4ポイント下回っている。

△ 5,143

支出済額

予算現額

増減額

　支出済額は 1,957,684千円で、前年度に比べ 586,323千円（42.8％）増加している。

（単位：千円，％）

増　減

増減率

区　分

区　　分
6年度

構成比構成比

６年度

翌年度繰越額

△ 0.4

支出済額

増加の主なものは、道路新設改良事業（繰越明許費を含む） 千円（ ％）、市営

道 路 橋 り ょ う 費

河 川 費

港 湾 費

比　　　較

る。

△ 25,096

△ 23,988

釜石ビル改修事業 千円（ ％）、公営住宅解体事業 千円（ ％）、

合　　　　計

土 木 管 理 費

△ 26.2

△ 19.0

減少の主なものは、釜石港振興事業 千円（ ％）、河川安全対策事業 千円

（ ％）、道の駅管理事務費 千円（皆減）、河川改良事業 千円（ ％）であ

都 市 計 画 費

住 宅 費

増減率
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第10款 教 育 費

事業 千円（皆増）、教育用コンピュータ管理経費（小学校費） 千円（ ％）、

増加の主なものは、学校施設トイレ洋式化事業 千円（ ％）、釜石市球技場改修

教育用コンピュータ管理経費（中学校費） 千円（ ％）、子ども・子育て支援給付事

業（給食費の一部無償化事業） 25,731千円（259.5％）である。

22,000千円（皆減）である。

教 育 総 務 費

比　　　較

増減額 増減率

△ 1.7

不 用 額

△ 251

執行率

△ 1.6

区　分

７年度

（単位：千円，％）

予算現額 支出済額

皆増

ある。

　不用額は 115,764千円で、前年度に比べ 23,347千円（25.3％）増加している。

支出済額

（単位：千円，％）

保 健 体 育 費

構成比

中 学 校 費

合　　　　計

社 会 教 育 費

支出済額
区　　分

　支出済額は 2,024,136千円で、前年度に比べ 189,154千円（10.3％）増加している。

　執行率は 93.6％となり、前年度を 1.6ポイント下回っている。

翌年度繰越額は 千円で、橋野鉄鉱山インフォメーションセンター共通展示整備事業で

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

6年度

構成比

幼 稚 園 費

7年度

小 学 校 費

増　減

増減率

翌年度繰越額

６年度

減少の主なものは、平田小学校設備等改修事業 千円（皆減）、管理事務費（教育振興

費） 千円（ ％）、学校給食センター運営費 千円（ ％）、厨房備品更新事業

43

第９款 消 防 費

消 防 施 設 費

常 備 消 防 費

△ 0.1

７年度

　執行率は 97.8％となり、前年度を 0.1ポイント下回っている。

　不用額は 35,413千円で、前年度に比べ 11,758千円（49.7％）増加している。

翌年度繰越額

増加の主なものは、釜石大槌地区行政事務組合分担金 千円（ ％）、橋野地区消防

　減少の主なものは、消防車両等購入事業 29,115千円（皆減）である。

比　　　較

増減額

－

増　減

増減率

支出済額

屯所建設事業 66,571千円（71.4％）である。

7年度

予算現額区　分

　支出済額は 1,542,837千円で、前年度に比べ 420,511千円（37.5％）増加している。

　目別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

6年度

構成比 増減率構成比

６年度

（単位：千円，％）

執行率不 用 額支出済額

支出済額
区　　分

合　　　　計

非 常 備 消 防 費

（単位：千円，％）
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第10款 教 育 費

事業 千円（皆増）、教育用コンピュータ管理経費（小学校費） 千円（ ％）、

増加の主なものは、学校施設トイレ洋式化事業 千円（ ％）、釜石市球技場改修

教育用コンピュータ管理経費（中学校費） 千円（ ％）、子ども・子育て支援給付事

業（給食費の一部無償化事業） 25,731千円（259.5％）である。

22,000千円（皆減）である。

教 育 総 務 費

比　　　較

増減額 増減率

△ 1.7

不 用 額

△ 251

執行率

△ 1.6

区　分

７年度

（単位：千円，％）

予算現額 支出済額

皆増

ある。

　不用額は 115,764千円で、前年度に比べ 23,347千円（25.3％）増加している。

支出済額

（単位：千円，％）

保 健 体 育 費

構成比

中 学 校 費

合　　　　計

社 会 教 育 費

支出済額
区　　分

　支出済額は 2,024,136千円で、前年度に比べ 189,154千円（10.3％）増加している。

　執行率は 93.6％となり、前年度を 1.6ポイント下回っている。

翌年度繰越額は 千円で、橋野鉄鉱山インフォメーションセンター共通展示整備事業で

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

6年度

構成比

幼 稚 園 費

7年度

小 学 校 費

増　減

増減率

翌年度繰越額

６年度

減少の主なものは、平田小学校設備等改修事業 千円（皆減）、管理事務費（教育振興

費） 千円（ ％）、学校給食センター運営費 千円（ ％）、厨房備品更新事業
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第12款 公 債 費

　元金は 1,925,554千円で、前年度に比べ 31,109千円（1.6％）減少している。

利子は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加している。利子の内訳は

　支出済額は 2,001,479千円で、前年度に比べ 5,988千円（0.3％）減少している。

　執行率は 99.7％となり、前年度を 0.3ポイント下回っている。

　不用額は 5,072千円で、前年度に比べ 4,647千円（1,094.1％）増加している｡

なお、年度末未償還元金は 千円となり、前年度に比べ 千円（ ％）

△ 0.3

比　　　較

増減額 増減率

△ 0.1

△ 1.6

（単位：千円，％）

区　　分
構成比

△ 5,988

構成比

6年度

△ 0.3

　目別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

－

増加している。

６年度

区　分

（単位：千円，％）

不 用 額 執行率予算現額 支出済額

△ 1,341 △ 5,988

支出済額支出済額

合　　　　計

△ 31,109

償還金利子 73,206千円、繰替運用利子 2,718千円である。

増　減

増減率

（災害援護資金貸付金の償還免除に伴う未償還元金 8,158千円の減額調整あり。）

7年度

△ 0.3

７年度

利　　　　　子

元　　　　　金

翌年度繰越額

45

第11款 災害復旧費

減少の主なものは、公共土木施設災害復旧事業（６年豪雨災） 千円（皆減）である。

合　　　　計

６年度

（単位：千円，％）

増　減

　項別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

6年度

構成比

（単位：千円，％）

比　　　較

増減額 増減率

農 林 水 産 施 設
災 害 復 旧 費

翌年度繰越額 執行率

　執行率は 98.2％となり、前年度を 0.5ポイント下回っている。

　不用額は 757千円で、前年度に比べ 394千円（108.4％）増加している。

構成比

増加の主なものは、公共土木施設災害復旧事業（７年豪雨災） 千円（皆増）である。

区　　分
7年度

公 共 土 木 施 設
災 害 復 旧 費

△ 0.5

　支出済額は 41,643千円で、前年度に比べ 13,806千円（49.6％）増加している。

不 用 額区　分

－

７年度

支出済額 支出済額

予算現額 支出済額

増減率
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第12款 公 債 費

　元金は 1,925,554千円で、前年度に比べ 31,109千円（1.6％）減少している。

利子は 千円で、前年度に比べ 千円（ ％）増加している。利子の内訳は

　支出済額は 2,001,479千円で、前年度に比べ 5,988千円（0.3％）減少している。

　執行率は 99.7％となり、前年度を 0.3ポイント下回っている。

　不用額は 5,072千円で、前年度に比べ 4,647千円（1,094.1％）増加している｡

なお、年度末未償還元金は 千円となり、前年度に比べ 千円（ ％）

△ 0.3

比　　　較

増減額 増減率

△ 0.1

△ 1.6

（単位：千円，％）

区　　分
構成比

△ 5,988

構成比

6年度

△ 0.3

　目別に支出済額を前年度と比較すると、次のとおりである。

－

増加している。

６年度

区　分

（単位：千円，％）

不 用 額 執行率予算現額 支出済額

△ 1,341 △ 5,988

支出済額支出済額

合　　　　計

△ 31,109

償還金利子 73,206千円、繰替運用利子 2,718千円である。

増　減

増減率

（災害援護資金貸付金の償還免除に伴う未償還元金 8,158千円の減額調整あり。）

7年度

△ 0.3

７年度

利　　　　　子

元　　　　　金

翌年度繰越額
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第14款 予 備 費

合　　            　計

民 生 費 災害救助費 需 用 費 7月30日に発生したカムチャツカ半島
地震に係る消毒薬等購入費

役 務 費

△ 5,000

款 項 目 節 事　　　由 金　額

充　用　額

△ 6,494

△ 21.6

充　用　率

皆増

7月30日に発生したカムチャツカ半島
地震に係る避難所寝具クリーニング
経費

△ 16.7

６年度

区　分

（単位：千円，％）

７年度

－

△ 21.6

増　減

増減率

予 算 現 額 不　用　額

△ 6,494

皆増

予備費充用額は 1,494千円（皆増）である。

予  算  額

予備費充用科目・事由は、次のとおりである。

扶 助 費

7月30日に発生したカムチャツカ半島
地震に係る避難者食料購入費

12月8日に発生した青森県東方沖地震
津波警報に係る避難所燃料購入費

4月16日に発生した住宅火災への小災
害見舞金

12月8日に発生した青森県東方沖地震
津波警報に係る備蓄毛布洗濯圧縮経
費

災害救助費

使用料及び
賃 借 料

7月30日に発生したカムチャツカ半島
地震に係る避難所開設経費
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